
ため池ソーラーの価値と課題



⾃⼰紹介

井筒耕平 / エネルギーディレクター

(株)sonraku代表取締役（岡⼭県⻄粟倉村）
神⼾⼤学⼤学院学術研究員
(株)あんぐらエナジー取締役（北海道⼠別市）
(株)motoyu取締役（岡⼭県⻄粟倉村）

鈴与(株)
→環境エネルギー政策研究所
→備前グリーンエネルギー(株)
→美作市地域おこし協⼒隊
→いま

エネルギー分野を基軸に、分野を超える新しい事
業創造を⽬指しており、スポーツ、林業、福祉、不
動産、観光など掛け合わせたプロジェクトづくりを仕
込む2021年。

共著に「エネルギーの世界を変える。22⼈の仕事
（学芸出版社）」「持続可能な⽣き⽅をデザイン
しよう（明⽯書店）」などがある。

愛知県出⾝、神⼾市在住。



⾃⼰紹介 執筆活動



⼟地改良区

発電事業者

EPC事業者所有

賃貸料

底地所有者
⽔利所有者

設計、調達、建設

現在のため池ソーラー事業の全体スキーム（稲美町）

監視、助⾔
（兵庫県がサポート）

住⺠
無関⼼

売電収⼊

関⻄電⼒

売電

稲美町役場



事業のメリット/デメリット

メリット デメリット

・発電効率⾼い
（影がない、温度上昇抑制）
・外貨獲得
・経済性が各アクターとも⾼い
・⽣態系への影響？

・現状、エネルギー的レジリエン
スに無関係→対策必須
・⼀部、景観や光害？
・⽣態系への影響？



アクターごとのメリット/デメリット

メリット デメリット
ため池管理者 賃貸料が⼊る 破損した場合の処理、クレーム等
発電事業者 節税投資（中⼩企業）

ESG投資、RE100対応
（⼤企業）

破損した場合の処理、クレーム等

EPC事業者 本業 破損した場合の処理、クレーム等
⾏政 償却資産税が⼊る 住⺠からのクレーム対象
住⺠ 特に無し ⼀部、景観や光害



稲美町のため池ソーラー導⼊状況

赤枠で囲ったため池＝ため池ソーラー設置ため池
全て「土地改良区」が所有しているため池
ソーラー導入済みため池数：20/88



FIT売電価格は毎年下がっている

出典︓ソーラーサポートセンター



FIT売電価格の低下がもたらすもの

・賃貸料の低下

・ビジネスモデルの変化
電⼒会社への売電 → ⾃家(近辺)消費へ
※関電に販売するより、⾼く売れる。

・蓄電の相対的価値上昇（FITの変化＋卸電⼒市場の影響）
地域のレジリエンスに寄与

こうした変化が、住⺠、⾃治体に共有されていない。
→「外の資本でやるんでしょ」という他⼈事のまま。



想定される新たな導⼊スキーム

避難所
県、市町村所管施設
（福祉施設、警察署、学校、

公⺠館等）

環境省
補助⾦執⾏団体

（2019年度：環境イノベーショ
ン情報機構）

発電事業者
「新会社(SPC)」

EPC
(株)環境資源開発コンサルタント

需要家、⼟地所有者
公共施設、⼯場、病院、店舗、家庭等

⾦融機関
・地銀

・リース会社等

⾏政 東播磨FS
神⼾⼤、兵庫県⼤、京都⼤

災害時に電⼒供給

補助⾦申請

・太陽光パネル、蓄電池設置
・売電（常時）

包括連携協定
（防災時のエネル
ギー供給について）

・オンサイト発電サービス
・ため池賃貸借契約

・割賦契約(10年）
・地位譲渡予約

・質権設定
・譲渡担保契約
・電気代⾦の債権譲渡
契約

・電気代⾦の債権譲渡契約の承認

・環境保全調査/計画
・エネルギー需給バランス調査

常時

⾮常時

住⺠・企業
・出資（普通株式）

・TK出資



ため池活⽤における所有形態の違いがもたらす影響

土地改良区所有の場合（稲美町）

財産区の場合（明石、加古川など）
・ソーラー設置を検討したことの
ある財産区：多

・土地改良区以外のため池で
設置された事例：無（in 東播磨）

＊ 神戸市にて，財産区所有ため池で
設置された事例：あり
→ 市のモデル事業
市長のトップダウン
ため池活用のサポート
（将来的な行政コストの削減）

こちらの所有形態は、実施が進んでいる。

地⽅⾃治体による推進施策がなく、明⽯、加古川では進まないのが現状。



これからのため池ソーラーの可能性について

1. 全量売電時代→ため池周辺で電⼒利⽤時代へ

2. 地域新電⼒（発・売電）による地域内融通
・レジリエンス向上
・住⺠の無関⼼解消

ため池ソーラーを活⽤した新しい地域づくりへ

3. ⾏政による財産区放置から利⽤へ
・地域負債の解消
・ため池の⻑期的な保存に向けて


